
No. 事項 取組内容
備考

（根拠となる規則、データ等）

101

最高管理責任者（機関全体を統括し、競争的資金等の運営・管
理について最終責任を負う者）の役割、責任の所在・範囲と権
限を定めた内部規程等を整備し、最高管理責任者に当たる者の
職名を機関内外に周知・公表している。

最高管理責任者（総括責任者）の役割等が明記されている「不
正行為の防止及び対応に関する規程」をホームページに掲載
し、機関内外に周知・公表している。

・一般財団法人日本きのこセンターにお
ける研究活動上の不正行為の防止及び対
応に関する規程

102 最高管理責任者は、不正防止対策の基本方針を策定している。
「一般財団法人日本きのこセンターにおける国等及び外部団体
からの研究費の運営及び管理に関する行動規範」を策定してい
る。

・一般財団法人日本きのこセンターにお
ける国等及び外部団体からの研究費の運
営及び管理に関する行動規範

103

統括管理責任者（最高管理責任者を補佐し、競争的資金等の運
営・管理について機関全体を統括する実質的な責任と権限を持
つ者）の役割、責任の所在・範囲と権限を定めた内部規程等を
整備し、統括管理責任者に当たる者の職名を機関内外に周知・
公表している。

統括管理責任者（部局管理責任者）の役割等が明記されている
「不正行為の防止及び対応に関する規程」をホームページに掲
載し、機関内外に周知・公表している。

・一般財団法人日本きのこセンターにお
ける研究活動上の不正行為の防止及び対
応に関する規程

体制整備等自己評価チェックリストに基づく不正防止の具体的取組内容

【最高管理責任者について】

第第第第１１１１節機関内節機関内節機関内節機関内のののの責任体系責任体系責任体系責任体系のののの明確化明確化明確化明確化

【統括管理責任者について】

公表している。

104
統括管理責任者は、基本方針に基づき、不正防止計画をはじめ
とする機関全体の具体的な対策を策定・実施し、実施状況を確
認するとともに、実施状況を最高管理責任者に報告している。

統括管理責任者（部局責任者）に不正防止対策の実施を指示す
るとともに、実施状況を確認し、最高管理責任者（総括責任
者）に報告することとしている。

・一般財団法人日本きのこセンターにお
ける研究活動上の不正行為の防止及び対
応に関する規程
・公的研究費の不正使用防止計画

105

管理責任者（機関内の各部局等における競争的資金等の運営・
管理について実質的な責任と権限を持つ者）の役割、責任の所
在・範囲と権限を定めた内部規程等を整備し、管理責任者に当
たる者の職名を機関内外に周知・公表している。

「不正行為の防止及び対応に関する規程」において、管理責任
者（研究倫理教育責任者）の役割等に関して明記し、管理責任
者（研究倫理教育責任者）に当たる者の職名をホームページに
掲載している。

・一般財団法人日本きのこセンターにお
ける研究活動上の不正行為の防止及び対
応に関する規程

106
管理責任者は、自己の管理監督又は指導する部局等における対
策を実施し、実施状況を確認するとともに、実施状況を統括管
理責任者に報告している。

管理責任者（研究倫理教育責任者）は不正防止対策を指導する
とともに、不正対策実施状況を確認・把握し、統括管理責任者
（部局責任者）に報告を行うこととしている。

・一般財団法人日本きのこセンターにお
ける研究活動上の不正行為の防止及び対
応に関する規程
・公的研究費の不正使用防止計画

【コンプライアンス推進責任者について】



107
管理責任者は、自己の管理監督又は指導する部局等内の競争的
資金等の運営・管理に関わる全ての構成員に対し、コンプライ
アンス教育を実施し、受講状況を管理監督している。

「管理責任者（研究倫理教育責任者）は、内部における構成員
に対し、コンプライアンス教育を実施し、受講状況を管理監督
することとしている。

・一般財団法人日本きのこセンターにお
ける研究活動上の不正行為の防止及び対
応に関する規程
・公的研究費の不正使用防止計画

108
管理責任者は、自己の管理監督又は指導する部局等において、
構成員が、適切に競争的資金等の管理・執行を行っているか等
をモニタリングし、必要に応じて改善を指導している。

「管理責任者（研究倫理教育責任者）は、内部における構成員
が、適切に公的研究費等の管理・執行を行っているか等をモニ
タリングし、必要に応じて構成員に対し改善を指導することと
している。

・一般財団法人日本きのこセンターにお
ける研究活動上の不正行為の防止及び対
応に関する規程
・公的研究費の不正使用防止計画

（１）ルールの明確化・統一化

No. 事項 取組内容
備考

（根拠となる規則、データ等）

201
競争的資金等の運営・管理に関わる全ての構成員にとって分か
りやすいように、ルールを明確に定めている。

担当事務局は、「物品購入の流れ」および「内国旅費規程」な
ど、不正防止に対する規則及び取扱い要項等を整備し、ホーム
ページ等で内外に周知している。

・一般財団法人日本きのこセンターにおける
研究活動上の不正行為の防止及び対応に関す
る規程
・一般財団法人日本きのこセンターにおける
国等及び外部団体からの研究費の運営及び管
理に関する行動規範
・物品購入の流れ　・内国旅費規程

第第第第２２２２節適正節適正節適正節適正なななな運営運営運営運営・・・・管理管理管理管理のののの基盤基盤基盤基盤となるとなるとなるとなる環境環境環境環境のののの整備整備整備整備

・物品購入の流れ　・内国旅費規程

202
ルールと運用の実態が乖離していないか、適切なチェック体制
が保持できるか等の観点から点検し、必要に応じて見直しを
行っている。

担当事務局において公的研究費の運営・管理に係る実態の把握
及び検証を行い、不正防止計画の推進にあたり遂次見直しを
行っている。

・公的研究費の不正使用防止計画

203 機関として、ルールの統一を図っている。 内部統一ルールで運用している。 ・物品購入の流れ

204
ルールの全体像を体系化し、競争的資金等の運営・管理に関わ
る全ての構成員に分かりやすい形で周知している。

配分機関から配布されているルールを各研究代表者に配布する
だけでなく、「物品購入の流れ」および「内国旅費規程」等を
定め、担当事務局により、ホームページ等で周知している。

・物品購入の流れ
・内国旅費規程

（２）職務権限の明確化

206
競争的資金等の事務処理に関する構成員の権限と責任につい
て、機関内で合意を形成し、明確に定めて理解を共有してい
る。

公的研究費等の事務処理に関する構成員の権限と責任につい
て、内部会議により理解を共有している。

・物品購入の流れ

【ルールの周知について】



207
業務の分担の実態と職務分掌規程の間に乖離が生じないよう適
切な職務分掌を定めている。

職制規程において、業務の分担の実態と乖離が生じないよう適
切に職務分掌を定めている。

一般財団法人日本きのこセンター職制規
程

208 各段階の関係者の職務権限を明確化している。 職務権限について、職制規程にて明確に定めている。
一般財団法人日本きのこセンター職制規
程

209 職務権限に応じた明確な決裁手続を定めている。 職制規程において決裁者と専決者を定めている。
一般財団法人日本きのこセンター職制規
程

（３）関係者の意識向上

【コンプライアンス教育の実施について】

210
競争的資金等の運営・管理に関わる全ての構成員を対象に、コ
ンプライアンス教育を実施している。

統括管理責任者（部局責任者）の指示を受け、管理責任者（研
究倫理教育責任者）は、公的研究等の運営・管理に関わる全て
の構成員を対象に、コンプライアンス教育を実施する。

・一般財団法人日本きのこセンターにお
ける研究活動上の不正行為の防止及び対
応に関する規程
・公的研究費の不正使用防止計画

【コンプライアンス教育の受講管理及び理解度把握について】

211
コンプライアンス教育の受講者の受講状況及び理解度について
把握している。

統括管理責任者（部局責任者）の指示を受け、管理責任者（研
究倫理教育責任者）のもとで、コンプライアンス教育の受講者
の受講状況及び理解度について把握する。

・公的研究費の不正使用防止計画

【競争的資金等の運営・管理に関わる全ての構成員に提出を求める誓約書等について】

212
競争的資金等の運営・管理に関わる全ての構成員に対し、誓約
書等の提出を求めている。

公的研究費等の運営・管理に関わるすべての構成員には誓約書
を提出しなければならないこととしている。

・公的研究費の不正使用防止計画

（ア）機関の規則等を遵守すること

（イ）不正を行わないこと

（ウ）規則等に違反して、不正を行った場合は、機関や配分機
関の処分及び法的な責任を負担すること

競争的資金等の運営・管理に関わる全ての構成員に提出を求め
る誓約書等に、以下の（ア）から（ウ）までの各事項を盛り込
んでいる。

提出を求める誓約書の様式等については、別紙のとおり。

左記（ア）から（ウ）までの各事項を盛り込んでいる。
213



【行動規範の策定について】

215
競争的資金等の運営・管理に関わる全ての構成員に対する行動
規範を策定している。

「一般財団法人日本きのこセンターにおける国等及び外部団体
からの研究費の運営及び管理に関する行動規範」を策定してい
る。

・一般財団法人日本きのこセンターにお
ける国等及び外部団体からの研究費の運
営及び管理に関する行動規範

（４）告発等の取扱い、調査及び懲戒に関する規程の整備及び運用の透明化

【告発窓口等について】

216
機関内外からの告発等（機関内外からの不正の疑いの指摘、本
人からの申出など）を受け付ける窓口を設置している。

事務局を機関内外からの告発等を受け付ける窓口としている。
・一般財団法人日本きのこセンターにお
ける研究活動上の不正行為の防止及び対
応に関する規程

217
不正の告発等の制度について、機関の構成員に対して、コンプ
ライアンス教育等で具体的な利用方法を周知徹底している。

「不正行為の防止及び対応に関する規程」において不正の告発
等の制度を明記し、当該規則を事務局においてホームページ等
で機関内外に周知している。

・一般財団法人日本きのこセンターにお
ける研究活動上の不正行為の防止及び対
応に関する規程

218
業者等の外部者に対して、相談窓口及び告発等の窓口の仕組み
（連絡先、方法、告発者の保護を含む手続等）について、ホー
ムページ等で積極的に公表し、周知を図っている。

「不正行為の防止及び対応に関する規程」において相談窓口及
び告発等の窓口の仕組みについて周知している。

・一般財団法人日本きのこセンターにお
ける研究活動上の不正行為の防止及び対
応に関する規程

【不正に係る調査の体制・手続き等の規程等について】

220
不正に係る調査の体制・手続等を明確に示した規程等を定めて

「不正行為の防止及び対応に関する規程」「公的研究費の不正
使用防止計画」において、不正に係る調査の体制・手続等を明

・一般財団法人日本きのこセンターにお
ける研究活動上の不正行為の防止及び対

220
不正に係る調査の体制・手続等を明確に示した規程等を定めて
いる。

使用防止計画」において、不正に係る調査の体制・手続等を明
確に定めている。

ける研究活動上の不正行為の防止及び対
応に関する規程
・公的研究費の不正使用防止計画

【不正に係る調査の体制・手続等の規程等に定めている事項について】

221

（ア）告発等の取扱い

「告発等（報道や会計検査院等の外部機関からの指摘を含む）
を受け付けた場合は、告発等の受付から３０日以内に、告発等
の内容の合理性を確認し調査の要否を判断するとともに、当該
調査の要否を配分機関に報告する」ことを規程等に定めてい
る。

「不正行為の防止及び対応に関する規程」において、告発等を
受け付けた日から起算して30日以内に告発等の内容の合理性を
確認の上、本調査の要否を判断するとともに、当該調査の要否
を最高管理責任者ならびに配分機関に報告することを定めてい
る。

・一般財団法人日本きのこセンターにお
ける研究活動上の不正行為の防止及び対
応に関する規程

222

（イ）調査委員会の設置及び調査

「調査が必要と判断された場合は、調査委員会を設置し、調査
（不正の有無及び不正の内容、関与した者及びその関与の程
度、不正使用の相当額等についての調査）を実施する」ことを
規程等に定めている。

「不正行為の防止及び対応に関する規程」において、本調査の
実施を決定したときは、統括管理責任者を委員長とする公的研
究費等の不正使用に係る調査委員会(以下「調査委員会」とい
う。)を設置し、速やかに調査（不正使用の有無、不正使用の内
容、関与した者及びその関与の程度、不正使用の相当額等）を
実施することを定めている。

・一般財団法人日本きのこセンターにお
ける研究活動上の不正行為の防止及び対
応に関する規程



223
「不正に係る調査体制については、公正かつ透明性の確保の観
点から、当該機関に属さない第三者（弁護士、公認会計士等)を
含む調査委員会を設置する」ことを規程等に定めている。

224
「第三者の調査委員は、機関及び告発者、被告発者と直接の利
害関係を有しない者でなければならない」ことを規程等に定め
ている。

225

（ウ）調査中における一時的執行停止

「被告発者が所属する研究機関は、必要に応じて、被告発者等
の調査対象となっている者に対し、調査対象制度の研究費の使
用停止を命ずる」ことを規程等に定めている。

「不正行為の防止及び対応に関する規程」において、本調査の
実施決定後、調査委員会の調査結果の報告を受けるまでの間、
調査対象者に係る研究費の使用及び支払いを停止することがで
きることを定めている。

・一般財団法人日本きのこセンターにお
ける研究活動上の不正行為の防止及び対
応に関する規程

226

（エ）認定

「調査委員会は、不正の有無及び不正の内容、関与した者及び
その関与の程度、不正使用の相当額等について認定する」こと
を規程等に定めている。

「不正行為の防止及び対応に関する規程」において、調査委員
会は、不正使用の有無、不正使用の内容、関与した者及びその
関与の程度、不正使用の相当額等について調査することを定め
ている。

・一般財団法人日本きのこセンターにお
ける研究活動上の不正行為の防止及び対
応に関する規程

227

（オ）配分機関への報告及び調査への協力等

「機関は、調査の実施に際し、調査方針、調査対象及び方法等
について配分機関に報告、協議しなければならない」ことを規
程等に定めている。

「不正行為の防止及び対応に関する規程」において、調査の実
施に際し、調査方針、調査対象及び方法等について配分機関に
報告又は協議することを定めている。

・一般財団法人日本きのこセンターにお
ける研究活動上の不正行為の防止及び対
応に関する規程

「不正行為の防止及び対応に関する規程」において、告発者及
び調査対象者と直接の利害関係を有しない外部の弁護士を含む
調査委員会を設置することを定めている。

・一般財団法人日本きのこセンターにお
ける研究活動上の不正行為の防止及び対
応に関する規程

程等に定めている。

228

「告発等の受付から２１０日以内に、調査結果、不正発生要
因、不正に関与した者が関わる他の競争的資金等における管
理・監査体制の状況、再発防止計画等を含む最終報告書を配分
機関に提出する。期限までに調査が完了しない場合であって
も、調査の中間報告を配分機関に提出する」ことを規程等に定
めている。

「不正行為の防止及び対応に関する規程」において、通報を受
け付けた日から起算して210日以内に、調査結果、不正使用の
発生要因、不正使用に関与した者が関わる調査対象以外の競争
的資金等の管理・監査体制の状況、再発防止策等の必要事項を
配分機関に報告しなければならないこと、また、調査が完了し
ない場合であっても、通報を受け付けた日から起算して210日
以内に、配分機関へ調査の中間報告をしなければならないこと
を定めている。

・一般財団法人日本きのこセンターにお
ける研究活動上の不正行為の防止及び対
応に関する規程

229
「調査の過程であっても、不正の事実が一部でも確認された場
合には、速やかに認定し、配分機関に報告する」ことを規程等
に定めている。

「不正行為の防止及び対応に関する規程」において、調査の過
程であっても、不正使用の事実が一部でも確認された場合には
速やかに認定し、配分機関へ報告しなければならないことを定
めている。

・一般財団法人日本きのこセンターにお
ける研究活動上の不正行為の防止及び対
応に関する規程

230
「配分機関の求めに応じ、調査の終了前であっても、調査の進
捗状況報告及び調査の中間報告を当該配分機関に提出する」こ
とを規程等に定めている。

「不正行為の防止及び対応に関する規程」において、配分機関
の求めに応じ、調査の終了前であっても、調査の進捗状況を報
告し、又は中間報告を提出しなければならないことを定めてい
る。

・一般財団法人日本きのこセンターにお
ける研究活動上の不正行為の防止及び対
応に関する規程



231
「調査に支障がある等、正当な事由がある場合を除き、当該事
案に係る資料の提出又は閲覧、現地調査に応じる」ことを規程
等に定めている。

「不正行為の防止及び対応に関する規程」において、配分機関
から当該事案に係る資料の提出、閲覧及び現地調査について依
頼を受けた場合は、調査に支障がある等の正当な事由がある場
合を除き、これに応じることを定めている。

・一般財団法人日本きのこセンターにお
ける研究活動上の不正行為の防止及び対
応に関する規程

232
懲戒の種類及びその適用に必要な手続等を明確に示した規程等
を定めている。

懲戒の種類及びその適用に必要な手続等を明確に示した規程等
を定めている。

・日本きのこセンター就業規則

No. 事項 取組内容
備考

（根拠となる規則、データ等）

301
不正を発生させる要因がどこにどのような形であるのか、機関
全体の状況を体系的に整理し評価している。

公的研究費等の管理運営に係る実態の把握から、不正を発生さ
せる要因を洗い出等、定量的評価を行い、不正使用防止計画を
策定し、その推進にあたり遂次見直しを行っている。

・公的研究費の不正使用防止計画

302
不正を発生させる要因に対応する具体的な不正防止計画を策定
している。

具体的な不正防止計画を策定している。 ・公的研究費の不正使用防止計画

不正防止計画は、優先的に取り組むべき事項を中心に、明確な

第第第第３３３３節不正節不正節不正節不正をををを発生発生発生発生させるさせるさせるさせる要因要因要因要因のののの把握把握把握把握とととと不正防止計画不正防止計画不正防止計画不正防止計画のののの策定策定策定策定・・・・実施実施実施実施

（１）不正を発生させる要因の把握と不正防止計画の策定

【懲戒処分について】

303
不正防止計画は、優先的に取り組むべき事項を中心に、明確な
ものとするとともに、モニタリングの結果やリスクが顕在化し
たケースの状況等を活用し、定期的に見直しを行っている。

定期的に見直しを行っている。

304 防止計画推進部署を設置している。
管理責任者（研究倫理教育責任者）が不正防止計画を策定し、
不正防止計画推進に関する事務は、事務局において処理してい
る。

・公的研究費の不正使用防止計画

305
防止計画推進部署は、不正防止計画をはじめとする機関全体の
具体的な対策を策定・実施し、実施状況を確認している。

不正防止計画推進担当者（研究倫理教育責任者）は、不正発生
要因を踏まえ機関全体の視点から、公的研究費等に関する規程
等の整備状況、公的研究費等の不正防止に関する環境及び体制
の整備状況、及び公的研究費等の管理及び執行状況などのモニ
タリングを実施している。

（２）不正防止計画の実施



No. 事項 取組内容
備考

（根拠となる規則、データ等）

購入依頼を行う場合、物品購入発注票に購入依頼者（職員）が
購入依頼内容を入力し、事務局へ発注を依頼する。この購入依
頼内容には、支出財源、支出予算等の情報も含まれており、こ
れにより事務局は発注段階で支出財源を特定している。

・物品購入の流れ

物品購入発注票は、配分された予算の残高照会や執行明細照会
を行うことができるとともに、購入依頼内容を入力する際に、
職員が予算の執行状況を確認することとしている。また、予算
管理事務局は購入依頼内容承認時において予算執行状況を確認
しており、さらに定期的に職員へ予算執行状況についての連絡
も行っている。

402
予算執行が当初計画に比較して著しく遅れている場合は、研究
計画の遂行に問題がないか確認し、問題があれば改善策を講じ
ている。

予算の執行状況については、事務局でも確認するとともに定期
的に職員への連絡も行い、その中で執行状況が遅れていると事
務局で判断する場合には、当該職員へ研究の進捗状況の確認を
行う。なお、研究計画が遅れる場合には、繰越制度等を活用す
ることができる旨、助言を行うこととしている。

正当な理由により、研究費の執行が当初計画より遅れる場合等 内部科研費説明会や年度末等に周知を行い、繰越制度を活用す

第第第第４４４４節研究費節研究費節研究費節研究費のののの適正適正適正適正なななな運営運営運営運営・・・・管理活動管理活動管理活動管理活動

【予算執行状況の検証等について】

【予算執行状況の把握について】

401
発注段階で支出財源の特定を行い、予算執行の状況を遅滞なく
把握している。

403
正当な理由により、研究費の執行が当初計画より遅れる場合等
においては、繰越制度等を積極的に活用している。

内部科研費説明会や年度末等に周知を行い、繰越制度を活用す
る。

404
研究費を年度内に使い切れずに返還しても、その後の採択等に
悪影響はないことを周知徹底している。

内部科研費説明会等で周知を行うこととしている。

405
不正な取引に関与した業者への取引停止等の処分方針を機関と
して定めている。

「公的研究費の不正使用防止計画」に定めている。 ・公的研究費の不正使用防止計画

406
不正な取引に関与した業者への取引停止等の処分方針につい
て、機関の不正対策に関する方針及びルール等を含め、業者に
対し、周知徹底している。

「公的研究費の不正使用防止計画」をホームページに掲載して
いる。

（ア）周知する内容 「公的研究費の不正使用防止計画」、業者用誓約書の提出

（イ）周知方法 担当者への説明、文書配布、HPへの掲載

（ウ）周知する時期、回数 公的研究費による研究課題がスタートする前までに１回

【業者に対する処分方針について】



業者に対し、一定の取引実績（回数、金額等）や機関における
リスク要因・実効性等を考慮した上で誓約書等の提出を求めて
いる。

業者に対し、一定の取引実績（回数、金額等）や機関における
リスク要因・実効性等を考慮した上で「誓約書」の提出を求め
ることとしている。

（ア）提出を求める業者の選定方法及びその選定方法を採用し
た理由

選定方法は、前年度の取引実績が取引回数３回以上でかつ取引
金額１００万円以上の業者及び取引金額50万円以上の新規業
者、ただし、公的機関、外国の機関等については提出を免除。
採用理由は、取引金額及び回数が僅少の場合はリスクが少ない
と判断したため。

（イ）提出を求める時期、回数
公的研究費による研究課題の採択を受けた後。新規業者は該当
する都度とし、既提出業者については契約手続き等の見直しに
伴い必要の都度提出依頼する。

408

業者に提出を求める誓約書等に、以下の（ア）から（エ）まで
の各事項を盛り込んでいる。

（ア）機関の規則等を遵守し、不正に関与しないこと
（イ）内部監査、その他調査等において、取引帳簿の閲覧・提
出等の要請に協力すること
（ウ）不正が認められた場合は、取引停止を含むいかなる処分
を講じられても異議がないこと
（エ）構成員から不正な行為の依頼等があった場合には通報す

提出を求める誓約書の様式等については、別紙のとおり。

左記（ア）から（エ）までの各事項を盛り込んでいる。

407

【業者に提出を求める誓約書等について】

【業者に提出を求める誓約書等の内容について】

（エ）構成員から不正な行為の依頼等があった場合には通報す
ること

411 発注業務については、原則として、事務部門が実施している。 事務局において発注業務を行っている。 ・物品購入の流れ

413
研究者による発注を認める場合は、一定金額以下のものとする
など明確なルールを定めた上で運用している。

職員発注の範囲は「１業者１回あたりの取引総額が10万円未満
の消耗品の購入及び物品の修理等」と定めている。

414
研究者による発注を認める場合は、研究者の権限と責任を明確
化し、当該研究者にあらかじめ理解してもらっている。

コンプライアンス教育の中で周知を図っている。万が一、職員
が権限の範囲を超えて発注した場合は、経緯等を報告させたう
えで指導を行っている。

【物品・役務の発注業務について】



416 検収業務については、原則として、事務部門が実施している。 事務局担当職員が納品検収を行っている。 ・物品購入の流れ

420
一部の物品等について、発注した当事者以外の研究者が検収を
実施している。

研究用の設備やデータでの納品等専門的知識の必要なもの、作
業現場に直接納品する物品等事務局による検収が困難と判断さ
れる場合には、当事者以外の職員等が検収を行っている。

421

一部の物品等について、発注した当事者以外の研究者が検収を
実施している場合は、発注者の影響を完全に排除した実質的な
チェックが行われるよう、上下関係を有する同一研究室・研究
グループ内での検収の実施を避けている。

専門的知識の必要な場合等、事務局による検収が困難と判断さ
れる場合には、当事者以外で上下関係を有する同一研究グルー
プ等以外の職員等が検収を行うこととしている。なお、やむな
く同一研究グループ等内の者が行わなければならない場合は、
同一研究グループ等以外の職員等を含めた複数の者で検収を
行っている。

428
特殊な役務（データベース・プログラム・デジタルコンテンツ
開発・作成、機器の保守・点検など）に関する検収について、
実効性のある明確なルールを定めた上で運用している。

特殊な役務の検収についても、原則、事務局による成果物、完
了報告書等による検収を行う。なお、専門的知識の必要な場合
等、事務局による検収が困難と判断される場合には、当事者以
外で上下関係を有する同一研究グループ等以外の研究者等が検
収を行うこととしている。更に、やむなく同一研究グループ等
の者が行わなければならない場合は、同一研究グループ等以外

【特殊な役務に関する検収について】

【発注した当事者以外の検収が可能である場合について】

【物品・役務の検収業務について】

の者が行わなければならない場合は、同一研究グループ等以外
の職員等を含めた複数の者で検収を行っている。

429

有形の成果物がある場合、成果物及び完了報告書等の履行が確
認できる書類により、検収を行うとともに、必要に応じ、抽出
による事後チェックなどを含め、これに係る仕様書、作業工程
などの詳細をこれらの知識を有する発注者以外の者がチェック
している。

（428と同様）

430
成果物がない機器の保守・点検などの場合、検収担当者が立会
い等による現場確認を行っている。

事務局による作業報告書等の履行が確認できる書面と当事者以
外で上下関係を有する同一研究グループ等以外の職員等の確認
報告により検収を行っている。



431
非常勤雇用者の勤務状況確認等の雇用管理については、原則と
して事務局が実施している。

勤務状況の管理は、事務局が実施している。

432
非常勤雇用者の勤務状況確認等の雇用管理については、研究室
任せにならないよう、事務部門が採用時や定期的に、面談や勤
務条件の説明、出勤簿・勤務内容の確認等を行っている。

公的研究費等により雇用される全ての非常勤職員（有期契約職
員）を対象に次のとおり実施している。
・事務局職員による被雇用者への労働条件通知書の提示と雇用
条件の説明を徹底
・タイムカードや勤務日誌による勤務事実の確認
・事務局担当職員による被雇用者への抜き打ちによる雇用実態
調査の実施

433
換金性の高い物品については、競争的資金等で購入したことを
明示するほか、物品の所在が分かるよう記録することなどによ
り、適切に管理している。

パソコン・タブレット型コンピュータ・デジタルカメラ・ビデ
オカメラを換金性の高い物品として、備品台帳に登録するとと
もに、登録番号、資金の種類を記したシール等を物品に貼りつ
ける形で管理している。

434
研究者の出張計画の実行状況等を事務部門で把握・確認できる
体制としている。

出張後は、出張報告書を事務局で把握・確認している。

【非常勤雇用者の勤務状況確認等の雇用管理について】

【換金性の高い物品の管理について】

【研究者の出張計画の実行状況等について】

435

研究者の出張計画の実行状況等の把握・確認については、用務
内容、訪問先、宿泊先、面談者等が確認できる報告書等の提出
を求め、重複受給がないかなども含め、用務の目的や受給額の
適切性を確認し、必要に応じて照会や出張の事実確認を行って
いる。

　出張計画の実行状況等の把握・管理は、旅行者が旅費申請書
に記入した報告書及び報告書と別途提出される資料等に基づき
行っており、用務日、相手方の氏名等、打ち合わせ等の具体的
用務内容を確認し、さらに公的研究費等を使用した旅行につい
ては宿泊施設の領収書提出を義務づけて出張事実の確認を行っ
ている。
　なお、出張の際の切符の購入は原則として事務担当職員が業
務委託業者へ依頼するが、急な出張や格安航空券購入等により
自己手配となる場合は鉄道及び路線バスを除き領収書や搭乗券
の半券、外国旅行についてはパスポートに押印された入・出国
日ページのコピーの提出を義務付けて実行状況の確認を行って
いる。また、重複支給については、旅費データを参照し、重複
した旅費データの有無を確認すると共に、提出された資料等で
他機関等からの旅費支給の有無を確認し、さらに旅行者本人へ
重複支給の有無を確認している。受給額については、旅行行程
及び旅費計算内容を確認し、必要に応じ領収書により交通費の
確認を行い、適切な旅費額を支給している。



No. 事項 取組内容
備考

（根拠となる規則、データ等）

501
競争的資金等の使用に関するルール等について、機関内外から
の相談を受け付ける窓口を設置している。

「公的研究費の不正使用防止計画」において、使用等について
は事務局が受け付け窓口であることを明記している。

・公的研究費の不正使用防止計画

502
競争的資金等の不正への取組に関する機関の方針等を外部に公
表している。

不正使用防止計画をホームページにおいて公表している。

No. 事項 取組内容
備考

（根拠となる規則、データ等）

601 内部監査部門を設置している。 経理担当部署に内部監査部門を設置している

602
内部監査部門を最高管理責任者の直轄的な組織として位置付
け、必要な権限を付与するための内部規程等を整備している。

公的研究費等内部監査基準により定められている。

第第第第５５５５節情報発信節情報発信節情報発信節情報発信・・・・共有化共有化共有化共有化のののの推進推進推進推進

第第第第６６６６節節節節モニタリングのモニタリングのモニタリングのモニタリングの在在在在りりりり方方方方

【内部監査部門について】

【監査手順を示したマニュアルについて】

603
監査手順を示したマニュアルを作成し、随時更新しながら関係
者間で活用することにより、監査の質を一定に保っている。

公的研究費等の監査については、日本きのこセンターにおける
公的研究費等内部監査基準により定められている。

・一般財団法人日本きのこセンターにお
ける公的研究費等内部監査基準

604
内部監査部門は、ガイドライン第３節（１）「実施上の留意事
項」①に示すリスクを踏まえ、機関の実態に即して不正発生要
因を分析している。

公的研究費等内部監査基準により監査を行い、監査結果を検証
し不正発生要因を抽出するなど監査の重点項目を検討してい
る。

・一般財団法人日本きのこセンターにお
ける公的研究費等内部監査基準

605
内部監査部門は、把握された不正発生要因に応じて、監査計画
を立案し、随時見直し、効率化・適正化を図っている。

公的研究費等内部監査基準により監査を行い、監査結果を検証
し不正発生要因を抽出するとともに監査計画の見直しを図って
いる。

・一般財団法人日本きのこセンターにお
ける公的研究費等内部監査基準

【不正発生要因の分析、監査計画の立案について】



606
内部監査部門は、毎年度定期的に、ルールに照らして会計書類
の形式的要件等が具備されているかなどのチェックを一定数実
施している。

公的研究費等内部監査基準により監査を行い、監査結果を検証
し不正発生要因を抽出するなど監査の重点項目を検討してい
る。

・一般財団法人日本きのこセンターにお
ける公的研究費等内部監査基準

（ア）一定数の抽出方法及びその抽出方法を採用した理由 採択件数が多くないため、抽出方法はとっていない。

（イ）ルールに照らして会計書類の形式的要件等が具備されて
いるかなどをチェックする時期、回数

チェックする時期：６月から１０月の間
チェックする回数：原則年１回

614 内部監査部門と監事及び会計監査人との連携を強化している。 定期的に３者の懇談会を設定することとしている。

615
監査報告の取りまとめ結果について、コンプライアンス教育の
一環として、機関内で周知を図り、類似事例の再発防止を徹底
している。

監査報告書を管理責任者（研究倫理教育責任者）へ提出してい
る。管理責任者は、監査報告に基づき指摘事項等を職員へ周知
し指導する。

【監事及び会計監査人との連携について】

【コンプライアンス教育における取扱いについて】

不正防止不正防止不正防止不正防止のためののためののためののための実効性実効性実効性実効性あるあるあるある取組事例取組事例取組事例取組事例

【内部監査の実施について】

いわゆるカラ発注や品名替え等とした不正の防止への取組。具
体的には、物品等を購入していないにも関わらず購入したかの
様に、又は実際は購入した物と異なる物を購入したかの様に見
せかけ、業者に架空の納品書・請求書を作成させることにより
業者に支払った研究費を預け金として管理させ、別の物品を納
品させるとした構成員と取引業者との不正の防止を目的とした
取組。

会計管理部で管理している経費をもって支払う場合、原則とし
て事務局で納品検収後に請求者（職員）へ業者が納品してい
る。

実態のない出張（カラ出張）の交通費を出張者が不正に受領す
ることを防止するとともに、過大な交通費の使用（支出）を防
止することを目的とした取組。

項目番号435の出張事実確認を徹底することにより実態のない
出張を防止している。


